
 

基本は、国民一人ひとりの防災意識、地域コミュニティの防災力 
・災害の知識を事前に身につける 
・家具の固定、非常持出しの用意や最低限３日分の食料や水の備蓄、

避難場所や避難路の確認などの備えに努める 
・災害時には自らの身は自ら守る、初期消火に努め、車では避難しな

い等の適切な行動をとる 

「減災目標」を社会全体で共有し、生命、財産を守る行動を実践する

国国民民運運動動のの展展開開へへ  

国民運動の推進について 
（平成 17年版防災白書より） 
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地域コミュニティ 
等による共助 

減減災災社社会会のの実実現現にに向向けけてて  
～災害被害を軽減する「備え」の実践～ 

真の減災社会の実現のためには・・・ 

個々人の自覚に

根ざした自助 

行政による公助 

個人や企業、地域コミュニティに期待される行動のための重点課題 

①住宅・建築物の耐震化が命を救う 
②ハザードマップで災害リスクを知る 
③生死を分ける津波避難意識 
④防災教育・防災訓練で災害時の行動を身につける 
⑤防災ボランティアと防災まちづくりによる共助の取組み 
⑥経済被害の軽減に向けた企業防災の役割 
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耐震補強推進協議会構想 
       現  状                 これまでの取組み              限界・問題点    
  ○住宅 1150万戸が耐震性不足          ○建築士事務所協会や行政の          ○相談先等がわかりにくい 
○工事に労力とコストがかかる          個別相談会                 ○診断、工事に結びつかない 
○信頼できる補強工法、施工業者の       ○耐震診断経費の助成             ○経費が高く諦めるしかない 
 情報がない                 ○中小事業者による新工法開発         ○悪徳業者が跋扈する 
○自分だけは地震が来ても大丈夫        ○行政、学会、NPOの啓発活動        ⇒住宅耐震化が全く進まない 
 

解 決 策 
 

住民が安心して利用できる地域の耐震補強推進組織 

利  用  者  （  住  民  ） 

相談・依頼           情報提供                契約 

                          アフターケア               工事 

 

               耐震補強推進協議会              優良建築士 
自治体    事業委託   ○住民の相談窓口        補強工事紹介   優良工務店 

           ○優良工務店募集、講習、認定          ○耐震診断・設計 
             ○補強工事の受発注、紹介            ○補強工事 

        事業報告  ○補強工事の点検、認証      工事結果報告 ○リフォーム等追加工事 
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ＮＰＯ法人 東京いのちのポータルサイト 



 

◎災害被害を軽減する国民運動の推進に関する 

専門調査会の設置について 
 

 

 

（検討事項） 

・国民運動を推進するための基本方針 

・国民運動の推進に向けた取組の具体的な推進手法 

 など 

 

国民運動の基本方針の決定へ 

（今後の予定） 

 今年度中に検討結果をとりまとめ、 

 中央防災会議に報告 

○平成１７年版防災白書（抜粋） 
『地震防災戦略に掲げた「今後 10年で死者数及び経済被害額を半減さ
せる」という「減災目標」を達成するためには，社会全体でその目標を

共有し，生命，身体，財産を守るための具体的な行動を実践する国民運

動を展開しなければならない。』 
○平成１８年度防災対策の重点（案） 
「個人個人の自覚に根ざした自助、地域コミュニティ等における共助の

取組みも減災社会の実現のためには不可欠であることから、国民一人ひ

とりの防災意識及び地域コミュニティ等の防災力を向上させるべく、国

民運動を展開していかなければならない。」 

災災害害被被害害をを軽軽減減すするる国国民民運運動動のの推推進進にに関関すするる

専専門門調調査査会会のの設設置置 
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